
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

食材費及び光熱費高騰に係る保育所
等の事業運営支援
（保育所等物価高騰対策補助事業）

①物価高騰における食材費及び光熱費高騰に直面する保
育所等への事業運営支援
②価格上昇相当分の補助金
③補助金：（[食材費]児童1人年額＠11,700円×利用定員
数1,659人）+（[光熱費]児童1人年額＠2,900円×利用定員
数1,659人）
④市内の私立保育所等

R7.4 R8.3

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

物価高騰に係る学校給食費増額分の
補塡
（学校給食調理事業）

①物価高騰に伴う給食食材費の増額分を補填するととも
に、市内公立小中学校児童・生徒の世帯の負担軽減であ
り、教職員の給食費は含まれていません。
②給食食材増額分補填に係る食材発注業務委託料等
③〇小学校：１食あたり増加額78円×年間食数615,429食
≒48,004千円
〇中学校：１食あたり増加額95円×年間食数303,597食≒
28,842千円
④市内公立小中学校児童・生徒

R7.4 R8.3

3
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

燃料費高騰に係る市内中小運送事業
者等の事業運営支援
（運送事業者等支援金支給事業）

①燃料価格高騰の影響を受け厳しい経営状況に置かれて
いる市内中小運送事業者等に対し支援金を交付することで
運送事業の継続を支援する
②支援金 30,000千円 、事務費 100千円（振込手数料、郵
送費等）
③対象車両数1500台×１台あたり20,000円 = 30,000千円
（うち、交付金以外のその他の財源として一般財源16,308
千円）
④市内に事業所等を有する以下の運送事業者等（個人事
業主を含み、大企業を除く）
　貨物自動車運送事業・タクシー・介護タクシー事業・自動
車運転代行業・貸切バス事業

R7.4 R7.10
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